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平成26年度上半期　経営情報（平成26年9月末現在）



　　皆様には、日頃より格別のご愛顧を賜り、心よりお礼申し上げます。
　　この度、平成26年度上半期（平成26年4月1日～平成26年9月30日）における経営情報をとりまとめましたので、
　皆様方にご理解を深めていただくための資料として、ご高覧賜りたいと存じます。

2,403 14.15       
種　　　　目 金　　　　額

預 金 積 金 平 均 残 高 17,088,323 17,078,007

項目 平成２５年９月期

金　　　　額 構　　成　　比

合 計 16,983 100.00     
個 人 14,579 85.84       

構　　成　　比
法 人

100.00     
定 期 性 預 金 15,276 89.95       
流 動 性 預 金 1,706 10.04       

合 計 16,983

合 計 1,786             2,344,752       
個 人 1,783             2,128,827       

種 目

業 務 純 益

貸 出 先 数

-
貸 倒 引 当 金 △ 7,809 △ 10,540
（うち個別貸倒引当金） △ 4,919 △ 7,483

貸 出 金 10,557,877 10,426,185
そ の 他 資 産 92,494 84,317

84,809
4,709,990
4,361,181

（資産の部）
科目

現 金
預 け 金
有 価 証 券

平成２５年９月期 平成２６年９月期

78,060
4,740,341
4,206,962

7,769

53,579

平成２６年９月期

51,944
コ ア 業 務 純 益 53,610 51,833

8,081,432       10,426,185     

106,880         

8,081,432       10,210,259     

-                  
運 転 資 金 設 備 資 金 合 計 金 額

法 人 2                  106,880         
業 種 別

有 形 固 定 資 産 12,442
無 形 固 定 資 産 7,873 12,900
繰 延 税 金 資 産 -

科目 平成２５年９月期 平成２６年９月期

（負債の部）
預 金 積 金 17,362,385 16,983,133
借 用 金 - -
そ の 他 負 債 48,385 35,155
賞 与 引 当 金 5,555 6,980
退 職 給 付 引 当 金 102,500 98,321
役員退職慰労引当金 - 339

負 債 の 部 合 計
（純資産の部）

そ の 他 引 当 金 2,193 2,245

17,535,868 17,154,332
繰 延 税 金 負 債 14,848 28,155

出 資 金 208,433 209,839
利 益 剰 余 金 1,952,270 2,026,946
組 合 員 勘 定 計 2,160,704 2,236,785
そ の 他 有 価証 券評 価差 額金 122,286 154,878
純 資 産 の 部 合 計 2,282,991 2,391,663

科目 平成２５年９月期 平成２６年９月期

負債及び純資産の部合計 19,818,860 19,545,996

貸 出 金 平 均 残 高 10,495,181 10,565,312
科目 平成２５年９月期 平成２６年９月期

そ の 他 業 務 収 益

経 常 収 益 170,032 166,989
151,828 149,706資 金 運 用 収 益

60 50
119,172 119,744

そ の 他 経 常 収 益

18,053 17,134
89 98

役 務 取 引 等 収 益

そ の 他 業 務 費 用
経 費

経 常 費 用
12,024 9,763
19,007 19,467

資 金 調 達 費 用
役 務 取 引 等 費 用

-

そ の 他 経 常 費 用 2,810 4,639
経 常 利 益 50,859 47,244

85,853

- 0
50,859 50,046

2,802-

当 期 未 処 分 剰 余 金 48,453 41,638

4,663 5,533

15,070 13,941
35,789 36,105当 期 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額

繰越金（当期首残高）
目 的 積 立 金 取 崩 額 8,000 -

1,277 1,629

19,545,996

特 別 利 益
特 別 損 失
税 引 前 当 期 純 利 益
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 合 計

13,792 12,311

21
85,329

地方公共団体 1                  109,044         -                  109,044         

資 産 の 部 合 計 19,818,860

●経営情報の開示について

●貸借対照表 (単位：千円)

●損益計算書 (単位：千円)

●預金種別残高 (単位：百万円、%)

●預金者別残高 (単位：百万円、％)

●業務純益 (単位：千円)

●貸出金・預金積金平均残高 (単位：千円)

●業種別貸出先数・金額 (単位：件、千円)



（注）「協同組合による金融事業に

　関する法律第6条第1項において

　準用する銀行法第14条の2の規

　定に基づき、信用協同組合及び

　信用協同組合連合会がその保

　有する資産等に照らし自己資本

（△） 　の充実の状況が適当であるかど

　うかを判断するための基準」（平

　成18年金融庁告示第22号）に係

　る算式に基づき算出しております

　。なお、当組合は国内基準を採用

（注）1．「その他有価証券の評価差損（△）」欄は、平成24年金融庁告示第56号に基づく特例に従い、当該金額を記載しておりま 　しております。

　　　  　せん。なお特例を考慮しない場合の金額は、平成25年9月期－千円です。

　 　　2．上記特例を考慮しない場合の弾力化前自己資本比率は24.69%です。

（注）　自己資本比率の算出方法を

　定めた「協同組合による金融事業

コア資本に係る基礎項目　（１） 　に関する法律第６条第１項におい

普通出資又は非累積的永久優先出資に係る組合員勘定又は会員勘定の額 　て準用する銀行法第１４条の２の

うち、出資金及び資本剰余金の額 　規定に基づき、信用協同組合及

うち、利益剰余金の額 　び信用協同組合連合会がその保

うち、外部流出予定額（△） 　有する資産等に照らし自己資本

うち、上記以外に該当するものの額 　の充実の状況が適当であるかど

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額 　うかを判断するための基準」（平

うち、一般貸倒引当金コア資本算入額 　成１８年金融庁告示第２２号）が平

うち、適格引当金コア資本算入額 　成２５年３月８日に改正され、平成

適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 　２６年３月３１日から改正後の告示

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 　が適用されたことから、平成２５年

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の４５パーセントに相当する額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 　９月期においては旧告示に基づく

コア資本に係る基礎項目の額　（イ） 　開示、平成２６年９月期においては

コア資本に係る調整項目　（２） 　新告示に基づく開示を行っておりま

無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く）の額の合計額 　す。なお、当組合は国内基準を採

　 うち、のれんに係るものの額 　用しております。

うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額

適格引当金不足額

証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額

負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額

前払年金費用の額

自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額

意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額

少数出資金融機関等の対象普通出資等の額

信用協同組合連合会の対象普通出資等の額

特定項目に係る１０パーセント基準超過額

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額

特定項目に係る１５パーセント基準超過額

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額

自己資本

自己資本の額　（（イ）－（ロ））　　（ハ）

リスク・アセット等　（３）

信用リスク・アセットの額の合計額

うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額

　 うち、無形固定資産（のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）

うち、繰延税金資産

うち、前払年金費用

うち、他の金融機関等向けエクスポージャー

うち、上記以外に該当するものの額

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を８パーセントで除して得た額

信用リスク・アセット調整額

オペレーショナル・リスク相当額調整額

リスク・アセット等の額の合計額　（ニ）

自己資本比率

自己資本比率　（（ハ）／（ニ））

△ 150,545

-               

558,650

-               

-               

2,239,842

8,355,648

△ 141,215

-               

-               

コア資本に係る調整項目の額　（ロ）

-               

-               

-               

-               

-               

-               

-               

-               

-               

-               

-               

-               

-               

-               

-               

-               

-               

-               

-               

-               

-               

-               

-               

-               

-               

-               

-               

-               

-               

-               

-               

-               

-               

9,330          

-               

9,330          

-               

-               

-               

209,839

（ 自 己 資 本 ） 控 除 項 目 （ D ） -

項　　　　　目 平成25年9月期 項　　　　　目 平成25年9月期

出 資 金 208,433 自 己 資 本 額 ［ （ C ） - （ D ） ］ （ E ） 2,163,594

（ リ ス ク ・ ア セ ッ ト 等 ）

資 産 （ オ ン ・ バ ラ ン ス ） 項 目 8,197,406

繰 越 金 （ 当 期 末 残 高 ） 48,453        ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾅﾙ･ﾘｽｸ相当額を8％で除して得た額 563,051      

利 益 準 備 金

特 別 積 立 金

基 本 的 項 目 計 （ A ） 2,160,704 T i e r 1 比 率 （ A ／ F ） 24.66

そ の 他 有 価 証 券 の 評 価 差 損 - リ ス ク ・ ア セ ッ ト 等 計 （ F ） 8,760,458    

2,163,594    

経過措置による
不算入額

補 完 的 項 目 （ B ）

自己資本総額［（A）+（B）］ （C）

一 般 貸 倒 引 当 金 2,889

2,889          

自 己 資 本 比 率 （ E ／ F ） 24.69

1,698,552    

205,265      

2,236,785

項目
平成26年

9月期

-               

2,026,946

-               

-               

3,057

8,914,299

25.12

3,057

-               

-               

-               

-               

2,239,842

9,330

-               

●自己資本比率 (単位：千円、%)



《参考》不良債権比率：平成25年9月期　0.22%　平成26年9月期　0.53%

1.  「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産、会社更生、再生手続等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれら

に準ずる債権です。

2.  「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の

受取ができない可能性の高い債権です。

3.  「要管理債権」とは、「3ヶ月以上延滞債権」及び「貸出条件緩和債権」に該当する債権です。

4.  「正常先債権」とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がない債権で、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」、「要管

理債権」以外の債権です。

5.  「担保・保証等（Ｂ）」は、「不良債権（A）」における自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる

額の合計です。

6.  「貸倒引当金（Ｃ）」は「正常債権」に対する一般貸倒引当金を控除した貸倒引当金です。

●その他有価証券で時価のあるもの

※満期保有目的の債券および売買目的有価証券につきましては、当組合は該当ございません。

岩手県盛岡市内丸10番1号　岩手県庁内

ＴＥＬ （019）651-5550　ＦＡＸ （019）652-8115

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ　 http://www.toryo-shinkumi.jp

貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株 式 0 0

-
社 債 -

-

100外 国 証 券

種 類
平成２５年９月期 平成２６年９月期

貸借対照表
取得原価 評価差額

貸借対照表
取得原価 評価差額

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株 式 1 0 0 1

国 債 106 98 8

0 0
債 券 4,060 3,890 169 4,205 3,991 213

108 98 9
地 方 債 1,246 1,199 46 1,261 1,199 62

141
-

社 債 2,707 2,592 114 2,834 2,693

- - -

小 計 4,263 4,091 172 4,206 3,992
- 0 0 -

214
外 国 証 券 202 200 1 - -

-
国 債 - - - - - -

債 券 -

地 方 債 - - - - -

-
- - - - -

-
小 計 97 100 △ 3 0 0 -

96 -

214合 計 4,361 4,192 169 4,206 3,992

区　　　　　分
保全率

（D)/（A)

4,663          

5681,378 -               

4,351          16,920        

22,727        

貸倒引当金引当率

27,390        98.55

（C)/（A-B)

98.85

92.04

95.69

（D)＝（B)+（C)

保全額

11,949 51.04 19.75

568            

要 管 理 債 権
4,929 -               

41.23 41.23

-         

382            8.51     -         

-               -               

-               

-         

不 良 債 権 計
23,423 12,568 74.66平成25年9月期

平成26年9月期

4,919 17,488 45.32

55,694 32,238 7,483 39,722 71.32 31.90

（注）

正 常 債 権

合　　　　　　計

10,407,567

10,283,460
平成25年9月期

平成26年9月期

平成25年9月期

平成25年9月期

平成26年9月期

担保・保証等

（B)

債権額

（A)

23,409 9,128          

17,115平成25年9月期

貸倒引当金

（C)

平成25年9月期
危 険 債 権

破 産 更 正 債 権 及 び
こ れ ら に 準 ず る 債 権

12,568        

27,793

平成26年9月期 2,820          

平成26年9月期

計上額 計上額

〒020-8570　

杜 陵 信 用 組 合

平成26年9月期

4,492 382            

10,430,990

10,339,155

△ 3

岩手県職員の金融機関

●金融再生法開示債権及び同債権に対する保全額 (単位：千円、％)

●有価証券の時価情報 (単位：百万円)


